
番号 該当箇所 項目名 新（変更後） 旧（変更前）

1 表紙 発行年月 令和７年６月 令和５年７月

2
P.６　第１
編第３章

【指定地方
公共機関】

神戸税関
（岡山空港税関支署）
（水島税関支署）

神戸税関
（宇野税関支署）
（水島税関支署）

3
P11　第１
編第４章
２　(5)

(5)　瀬戸内
海島嶼部

(5)　瀬戸内海島しょ部
　　　島しょ部は、笠岡諸島、（以下省略）

(5)　瀬戸内海島嶼部
　　　島嶼部は、笠岡諸島、（以下省略）

4
P11　第１
編第４章
５

5　人口分布
等

　人口を市町村別にみると、県内27市町村（15市10町２村）のうち岡山市が、712,786人で最も多く、次いで倉敷市
が466,841人で、両市で県人口の約64％を占めている。
　市町村別の人口密度は、早島町が1,629.7人で最も高く、次いで、倉敷市（1,331.1人）、岡山市（902.3人）の順に
なっている。

　人口を市町村別にみると、県内27市町村（15市10町２村）のうち岡山市が、719,134人で最も多く、次いで倉敷市
が474,199人で、両市で県人口の約64％を占めている。
　市町村別の人口密度は、早島町が1,646.1人で最も高く、次いで、倉敷市（1,333.4人）、岡山市（910.4人）の順に
なっている。

5
P12　第１
編第４章
表

市町村別人
口、面積、
人口密度

6
P15　第１
編第４章
８(1)

(1)　日本原
駐屯地及び
日本原演習
場

(1)　陸上自衛隊日本原駐屯地及び日本原演習場
　　　陸上自衛隊日本原駐屯地及び日本原演習場は、岡山県の北東部に位置し中国山地の南西に広がる高原地
帯で鳥取県境に隣接する奈義町及び津山市に位置している。
　　同駐屯地には、中部方面特科連隊第３大隊、第13高射特科中隊、第13戦車中隊等の部隊が駐屯している。

(1)　日本原駐屯地及び日本原演習場
　　　日本原駐屯地及び日本原演習場は、岡山県の北東部に位置し中国山地の南西に広がる高原地帯で鳥取県
境に隣接する奈義町及び津山市に位置している。
　　同駐屯地には、第13特科隊、第13高射特科中隊、第13戦車中隊等の部隊が駐屯している。

岡山県国民保護計画　新旧対照表



番号 該当箇所 項目名 新（変更後） 旧（変更前）

7
P19　第１
編第５章
２(1)

(1)　核兵器
等

　当初は主に核爆弾に伴う熱線、爆風及び初期核放射線によって、（以下省略） 　当初は主に核爆弾に伴う熱戦、爆風及び初期核放射線によって、（以下省略）

8
P27　第２
編第２章
２(1)

(1)　施設・
整備面　④

④　被災現場の状況をヘリコプターテレビ電送システム等により収集し、県対策本部等に伝送する画像伝送無線
システムの構築に努める。

④　被災現場の状況をヘリコプターテレビシステム等により収集し、県対策本部等に伝送する画像伝送無線シス
テムの構築に努める。

9
P29　第２
編第２章
１(1)

(1)　情報収
集・提供体
制の整備

　県は、武力攻撃等の状況、国民保護措置の実施状況。被災情報その他の情報等を、ヘリコプターテレビ電送シ
ステム等その保有する手段を活用して収集、整理し、（以下省略）

　県は、武力攻撃等の状況、国民保護措置の実施状況。被災情報その他の情報等を、ヘリコプターテレビシステ
ム等その保有する手段を活用して収集、整理し、（以下省略）

10
P29　第２
編第２章
１(2)

(1)　県警察
における体
制の整備

　県警察は、ヘリコプターテレビ電送システム等その保有する手段を活用して、迅速な情報収集・連絡を可能とす
る体制を整備する。

　県警察は、ヘリコプターテレビシステム等その保有する手段を活用して、迅速な情報収集・連絡を可能とする体
制を整備する。

11
P32　第２
編第２章
上表１④

【収集・報告
すべき情
報】
④　住所

④　住所（郵便番号を含む。） ④　住所

12
P38　第２
編第３章
４(3)

(3)　緊急通
行車両に係
る確認事項

　県警察は、武力攻撃事態等において県公安委員会が行う、緊急通行車両に係る確認についての手続を定める
とともに、事前届出・確認制度の整備を図る。

　県警察は、武力攻撃事態等において県公安委員会が行う、緊急通行車両に係る確認についての手続を定める
とともに、事前届出・確認制度の整備を図る。

13
P41　第２
編第４章
２(1)

(1)　管理者
に対する安
全確保の留
意点の通知

　知事は、県警察及び海上保安部長等と協力し、生活関連等施設の管理者に対し、生活関連等施設に該当する
旨及び所管省庁が生活関連等施設の種類ごとに定めた安全確保の留意点（以下「安全確保の留意点」という。）
を通知し、周知を図る。

　知事は、県警察及び海上保安部長等と協力し、生活関連等施設の管理者に対し、生活関連等施設に該当する
旨及び｢生活関連等施設の安全確保の留意点について｣（平成17年8月29日閣副安危第364号内閣官房副長官補
（安全保障・危機管理担当）付内閣参事官通知）（以下｢安全確保の留意点」という。）を通知し、周知を図る。

14
P56～58
第３編第３
章　表

【県対策本
部事務局の
組織及び事
務分掌】
応急対応班



番号 該当箇所 項目名 新（変更後） 旧（変更前）

【県対策本
部事務局の
組織及び事

務分掌】
応急対応班

P56～58
第３編第３

章　表
15



番号 該当箇所 項目名 新（変更後） 旧（変更前）

15
P56～58
第３編第３
章　表

【県対策本
部事務局の
組織及び事
務分掌】
応急対応班

16

P86　第３
編第７章
２つ目の
※

【避難の指
示（一例）】

※　島しょ部の住民の避難には、運送事業者の船舶を利用する。 ※　島嶼部の住民の避難には、運送事業者の船舶を利用する。

17

P85　第３
編第７章
２つ目の
※

【避難の指
示（一例）】

※　島しょ部の住民の避難には、運送事業者の船舶を利用する。 ※　島嶼部の住民の避難には、運送事業者の船舶を利用する。

18
P89　第３
編第７章
３(2)②エ

②　食品・飲
料水及び生
活必需品等
の給与又は
貸与

エ　飲料水については、県及び市町村による防災のための備蓄飲料水を利用するほか、市町村及び（公社）日本
水道協会岡山県支部の協力のもと、避難所等に給水所を設け供給する。

エ　飲料水については、県及び市町村による防災のための備蓄飲料水を利用するほか、市町村及び（公社）日本
水道協会岡山県支部の協力のもと、避難所等に給水所を設け供給する。

19
P90　第３
編第７章
３(2)⑤ア

⑤　埋葬及
び火葬

ア  墓地、火葬場の所在地、県内火葬場の火葬能力及び必要資材（棺、骨壺、ドライアイスを含む。）の緊急手配
先や調達可能数量等の情報をもとに、埋葬及び火葬について必要な調整や必要資材の給付を行うほか、武力攻
撃事態等により多数の死者が発生し、当該市町村での火葬が困難な場合は、他市町村又は近隣県に協力要請
する。

ア  墓地、火葬場の所在地、県内火葬場の火葬能力及び必要資材（柩、骨壺、ドライアイスを含む。）の緊急手配
先や調達可能数量等の情報をもとに、埋葬及び火葬について必要な調整や必要資材の給付を行うほか、武力攻
撃事態等により多数の死者が発生し、当該市町村での火葬が困難な場合は、他市町村又は近隣県に協力要請
する。
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【別表】　危
険物質等の
種類及び措

置一覧

P100～
101　第３
編第９章

表

20



番号 該当箇所 項目名 新（変更後） 旧（変更前）

22 裏表紙
一部変更年
月及び発行
年月等

令和7年６月　岡山県国民保護計画の一部変更
　岡山県国民保護計画　－　令和７年度変更　－
　　　　発行　令和７年６月

　岡山県国民保護計画　－　令和５年度変更　－
　　　　発行　令和５年７月

【別表】　危
険物質等の
種類及び措

置一覧

P100～
101　第３
編第９章

表

20


